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前 書 き 

 
観光立国の実現のため、平成 15 年以降、「観光立国行動計画」（平成 15 年７月

31 日観光立国関係閣僚会議決定）、観光立国推進基本法（平成 18年法律第 117号）、

「観光立国推進基本計画」（平成 19 年６月 29 日閣議決定）等に基づき、訪日外国

人旅行者数年間 1,000 万人を目指して、関係府省において､ビジット・ジャパン・

キャンペーン事業（平成 22 年からはビジット・ジャパン事業。以下「ＶＪ事業」

という。）を始め、各種施策が推進されてきた。 

総務省では、政府が観光立国の実現に向けて推進している各種施策が総体として

どの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、「外国人が快適に観光でき

る環境の整備に関する政策評価」を実施し、平成 21 年３月、その結果に基づき、

目標達成に向けて外国人旅行者の訪日促進や受入環境の整備を図るため、①ＶＪ事

業の効果的かつ効率的な実施、②出入国手続の円滑化、③外国人旅行者に対する接

遇の向上などを国土交通省及び法務省に勧告している。 

関係府省では、勧告への対応を図っており、また、平成 24 年３月には、東日本

大震災からの復興、観光振興による国民経済の発展などを基本方針とし、28 年ま

でに訪日外国人旅行者数を 1,800万人とすることを目標とした新たな「観光立国推

進基本計画」(平成 24 年３月 30 日閣議決定)が策定され､ＶＪ事業等を継続的に実

施するとともに、魅力のある観光地域づくりや受入環境の整備のための新たな取組

が進められている｡ 

これらの取組などにより、平成 25 年には、訪日外国人旅行者数が政策目標とし

て掲げられていた年間 1,000 万人を達成する中、32 年には東京において、夏季オ

リンピック・パラリンピックの開催が決定するなど、我が国においては、今後も、

外国人旅行者数の増加が見込まれている。 

しかし、これら訪日外国人旅行者数を持続的に増加させていくためには、我が国

において、安心して快適に、移動・滞在・観光することができるよう、これまで以

上に、受入環境の整備を推進していくことが必要である。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、観光立国の実現に寄与する

訪日外国人旅行者数の一層の増加を図る観点から、上記の政策評価に係る勧告事項

のフォローアップを中心に、外国人旅行者の受入環境の整備状況等を調査し、関係

行政の改善に資するために実施したものである。 

なお、少子高齢化による人口減少社会を迎える我が国において、観光立国の実現

は、今後も成長戦略の重要な柱の一つとなるものであり、「日本再興戦略改訂 2014」

（平成 26年６月 24日閣議決定）においても、世界に通用する魅力ある観光地域づ

くりの取組として、多言語による情報提供、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備等を促

進するとされており、これらの新たな取組を含め、引き続き、その動向を注視して

いくこととする。 
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